
 

 

 

※中部地方下水道協会会員限定 

申込フリーＦＡＸ 0120-802-487 ㈱ ぎょうせい東海支社 行 

 

 

■個人情報の取扱いについて  

【利用目的】 ご注文に関するお客様への連絡、配送、代金の請求及びメール等による商品の案内に利用させていただきます。  

【第三者提供】 お預かりした個人情報の第三者への提供はありません。  

【委託】 利用目的の範囲内で業務を行うために、個人情報の取扱いを委託する場合があります。  

【個人情報提供の任意性】 個人情報の提供はお客様の任意となりますが、商品のお届けなどに誤りが生じないよう、正確にご記入願います。  

【開示等の求めに応じる手続】 利用目的の通知、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去等をお求めの際は、次の窓口にお問い合わ

せください。  

【個人情報相談窓口】 株式会社ぎょうせい 個人情報相談窓口 電話０３-６８９２-６５６２ 受付時間 平日９時～17時  

【個人情報保護管理者】 情報管理担当執行役員 

 

※「個人情報の取扱いについて」に同意し、上記の書籍を申し込みます。 

      年   月   日 

ご住所  〒    － 

フリガナ 

ご名称                                                       

フリガナ 

ご担当                                            

ＴＥＬ          (        ) ＦＡＸ          (         ) 

※上記の特別価格・送料サービスは書店へのお申し込みには適用されませんので、ご承知おきください。 

 

◎ 申込方法：こちらの用紙をそのままＦＡＸしてください（㈱ぎょうせい東海支社宛）。 

◎ 納本方法：弊社から直接送本いたします（送料サービス）。 

◎ 支払方法：お支払方法は、銀行振込、郵便振込み、コンビニ払い、LINE Pay ほか各種ウォレットサ 

ービスからお選びいただけます。商品と同送あるいは別送する請求書記載の支払期日までにお支払いく 

ださい。 指定の請求書類をご使用になる場合は、必要書類を同封の上、申込書を下記お問合せ先に郵送 

願います。 

◎商品のお届け時期等：ご注文を承ってから、通常５営業日以内に発送します。乱丁・落丁や破損があ 

る場合、送料弊社負担にてお取り替えいたします。お客様のご都合で返品される場合は、送料ご負担の 

上、商品到着後８日以内にお願いします。 

◎ お問合せ：  ㈱ぎょうせい東海支社  担当 落合  

〒460-0003 名古屋市中区錦 3-10-33       TEL 052-231-0331  

図  書  名 支払費別 

｢下水道経営ハンドブック 令和４年度版｣★令和４年７月末刊 

特別価格：４，７００円（10%税込）・送料サービス 

公費     部 

私費     部 

「図解 公営企業職員のための消費税入門」令和４年７月刊 

【編著】菅原正明公認会計士・税理士事務所      定価 3,740 円（10%税込）・送料サービス 

※具体的な流れと説明ページが一目でわかるよう、冒頭に「消費税計算の流れと本書における記述ページ」を掲

載。「自分が何でつまずいているのか」から本書の該当ページを探すことができます。 

※インボイス制度についても、最低限おさえておくべきポイントを解説。 

公費     部 

私費     部 

 F A X 申込書（特別価格） 



下水道事業の経営改善のための
ポイント・手法を明らかにする！

下水道事業経営研究会

編集に当たって

本書の特色

下水道事業経営研究会／編集
A5判・定価5,170円（10%税込）送料360 円
　　　　　　　   　　  ※送料は2022年7月時点の料金です。

下水道経営
ハンドブック［ ］令和4年度版

　我が国の経済発展に伴い、国民の生活水準が向上すると
ともに都市型の生活様式が定着してきたが、今後、さらに
豊かさの実感できる国民生活の実現や地域経済社会の均衡
ある発展を図るため、生活に密接に関連した社会資本の充
実が求められている。
　なかでも、下水道の整備は国民の関心と期待も強く、快
適な生活環境の確保や公共用水域の水質保全はもちろんの
こと、若者の定住といった地域づくりの観点からも、地方
公共団体にとって極めて重要な課題となっているところで
ある。
　令和２年度末の汚水処理人口普及率は、全国平均で
92.1％となっているが、このうち人口５万人未満の市町村
に限って見た場合、81.9％にとどまっており、汚水処理施
設の整備は途上にある。
　また、現在では、公共下水道のみならず、農業集落排水
施設、浄化槽などといった各種の汚水処理システムが普及
しているので、下水道の整備を進めるに当たっては、これ
らの多様なシステムの中から、地域の特性に適した経済的
かつ効率的な処理方式を選択して整備を進める必要があ
る。
　我が国の下水道事業は、人口減少に伴う収入減や施設の
更新等の課題に直面しつつあり、下水道サービスを永続的
に提供していくための事業経営も非常に重要な課題となっ
ている。
　これまで、下水道事業が公営企業であることについての
理解が必ずしも十分でなく、使用料が適正な水準より低く

抑えられている例が多く見受けられる。この収入不足額等
を補てんするため、下水道事業へ一般会計が多額の財政負
担をすることは、将来の地方公共団体の財政運営への影響
が懸念されることから、今後は、より積極的に地方公営企
業法の適用等により経理内容を明確化するとともに、使用
料水準を適正化し、経営の安定化に努める必要がある。
　なお、使用料は、徹底した効率化・合理化がなされてい
ることを前提に設定されるものであることから、建設費・
維持管理費のより一層の削減に努める必要がある。
　また平成20年４月から地方公共団体の財政の健全化に関
する法律が施行されたところであるが、この法律において
は、普通会計等に係る４つの財政指標に基づき、自主的な
財政健全化計画や財政再生計画の策定を義務づけること
や、下水道事業を含む個々の公営企業にも経営の早期健全
化のスキームを設け、経営悪化の初期の段階から経営改善
を促すこととし、公営企業の経営悪化が地方公共団体の財
政運営に与える影響を未然に防止する仕組みが導入されて
いる。
　下水道事業についても、その経営状況や一般会計等の将
来の財政負担等が明らかにされる中で、今後、より一層の
効率化と健全な経営が求められることになる。
　本書は、このような現在の状況を踏まえ、下水道経営の
在り方の指針となるべく、最新の内容により、改訂を行っ
たものである。
　本書が広く関係各位に活用され、下水道事業の健全な発
展に資することができれば幸いである。

地方公営企業会計制度について2022年6月現在の最新の内容を収録！
下水道事業に関する財政措置の内容、料金体系や収支の在り方など、「公営企業」
としての下水道事業経営の指針を分かりやすく解説。

経営状況データ、関係法令、通知も最新のものを網羅。

下水道事業経営の現状と課題の把握のために、下水道事業経営の担当者、新規に
事業開始を予定している団体の担当者必携の実務書。

K 下水道経営ハンドブック【表面】
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A5判・定価3,740円（10%税込）
送料360円

難解な「特定収入」など消費税の申
告に必要な知識が身に付く。練習問
題付き。

関連図書のご案内
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https://shop.gyosei.jp

上記「個人情報の取扱いについて」に同意し、下記図書を申し込みます。 　　年　　月　　日

お届け先
ご 住 所

〒　　　-
都道
府県

（フリガナ）
お 名 前

（ご担当部署名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ご担当者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

TEL e-mail   -　　　　　　-

お得意様No. 支払費
（ご存知の場合はご記入ください）

＠

□公費　　□社費　　□私費

図解　公営企業職員のための消費税入門
A5判・定価3,740円（10％税込）送料360円　コード　5108469-00-000　公企消費税

部
下水道経営ハンドブック 令和4年度版
A5判・定価5,170円（10％税込）送料360円　コード　5181402-00-000　下水道ブック（令4）

※送料は2022年7月時点の料金です。

TEL：0120─953─431／FAX：0120─953─495

●弊社使用欄

URL：https://shop.gyosei.jp

〒136─8575　東京都江東区新木場1─18─11

（2022.7） ISBN978─4─324─11165─9　コード 5181402─00─000　下水道ブック（令4）

図解
公営企業職員のための

消費税入門
菅原正明公認会計士 ・ 税理士事務所／編著

第１章　下水道の概要
第１　下水道の歴史とその役割
１　下水道の歴史
２　下水道の役割

第２　下水道の種類
１　下水道の種類
２　公共下水道
３　特定環境保全公共下水道
４　特定公共下水道
５　流域下水道
６　農業集落排水施設
７　漁業集落排水施設
８　林業集落排水施設
９　簡易排水施設
10　小規模集合排水処理施設
11　特定地域生活排水処理施設
12　個別排水処理施設
13　そ　の　他
第３　下水道の普及状況
１　下水道普及率
２　汚水処理人口普及率
３　汚水衛生処理率
第２章　下水道整備の財源
第１　地方債
１　地方債とは
２　地方債の機能
３　地方債の対象経費
４　地方債発行に対する関与の仕組み

第２　下水道事業債
１　下水道事業債の位置付け
２　下水道事業債の概要
３　単独事業の取扱い
４　都道府県代行制度
５　過疎対策事業債及び辺地対策事業
債

６　下水道事業債の資金
７　広域化・共同化分
８　旧公害防止対策事業債

第３　受益者負担金・分担金
１　受益者負担金
２　分　担　金
３　受益者負担金の徴収に当たっての留
意事項等

第４　下水道事業の災害復旧
１　国庫補助
２　地方債措置
３　交付税措置

第５　東日本大震災に係る地方財政
措置等

１　災害復旧事業
２　復興事業
３　一般会計からの繰出額に対する財政
措置

４　資金不足等に係る対応
５　被災地域の応援等に要する経費
第３章　下水道事業経営の基

本的考え方
第１　公営企業の基本原則
１　公営企業の意義
２　地方財政法上の原則─特別会計の
設置と独立採算制─

３　地方公営企業法上の原則
第２　下水道事業経営の基本的考え

方
１　下水道事業と法律の適用関係
２　下水道事業に係る経費負担区分原
則

３　一般会計繰出基準
第３　下水道事業に係る国の財政措

置
１　下水道事業に係る地方財政計画
２　下水道事業に対する地方交付税措
置

第４　地方公共団体の財政の健全化
に関する法律

第４章　下水道事業の経営状
況

第１　令和２年度決算の状況
１　下水道事業全体の収支の状況
２　法適用企業の状況
３　法非適用企業の状況
４　下水道事業債の状況

第２　下水道事業の経営状況
１　管理運営費の状況
２　下水道の管理運営の手法
３　水洗化率の状況
４　汚水処理原価の状況
５　使用料の状況

６　経費回収率の状況
第３　一般会計繰入金の状況
第５章　下水道事業の課題
第１　施設整備における課題
１　各種下水処理システムの活用
２　計画策定の適正化
３　施設整備の適正化

第２　経営における課題
１　経営基盤の強化
２　有収水量の確保
３　維持管理の効率化
４　使用料の適正化
５　地方公営企業法の適用
６　資源，資産の有効活用と附帯事業
７　下水道事業における情報公開の推進
〈資　料　編〉
１　令和4年度下水道事業債（地方債計
画）の概要

２　下水道の新規事業に係る起債協議の
取扱いについて

３　下水道事業に係る繰出基準及び同
運用通知

４　令和4年度における東日本大震災に
係る地方公営企業施設の災害復旧
事業等に対する地方財政措置等につ
いて

５　小規模集合排水処理施設整備事業
実施要綱

６　個別排水処理施設整備事業実施要
綱

７　公営企業に係る市町村合併特例事
業の取扱いについて

８　過疎地域の持続的発展の支援に関
する特別措置法第17条の規定に基づ
く都道府県による公共下水道の幹線
管渠等の整備について

９　「過疎地域の持続的発展の支援に関
する特別措置法第17条の規定に基づ
く都道府県による公共下水道の幹線
管渠等の整備について」の運用につ
いて

10　公営企業の経営に当たっての留意事
項について（抄）

11　「経営戦略」の改定推進について
12　病院事業及び下水道事業に係る地方
公営企業決算状況調査にあたっての
留意点について

13　使用料対象経費への資産維持費の

位置付け等について
14　汚水処理の事業運営に係る「広域化・
共同化計画」の策定について

15　下水道事業広域化・共同化推進要領
の改正について

16　新経済・財政再生計画改革工程表
2020を踏まえた「広域化・共同化計画」
について

17　「 公害の防止に関する事業に係る国
の財政上の特別措置に関する法律」
の失効後の財政措置について（通知）

18　「 公害の防止に関する事業に係る国
の財政上の特別措置に関する法律」
の失効後の財政措置の対象事業に
係る事業計画の提出等について（令
和４年度）

19　 緊急自然災害防止対策事業債にお
ける下水道に係る事業の取扱いにつ
いて（周知）

20　緊急自然災害防止対策事業計画の
策定等について

〈参　　　考〉
第１　下水道事業と消費税・地方消

費税
１　課税関係
２　納税義務の免除，簡易課税
３　仕入れ税額控除
４　申告及び納付
５　予算上の取扱い
６　経理上の取扱い
７　決算上の取扱い
８　使用料への転嫁
９　消費税・地方消費税Ｑ＆Ａ
10　下水道事業財政制度の推移
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テキストボックス
お申込みは東海支社（担当：落合）へ

admin
テキストボックス
フリーFAX：0120-802-487
　　　　  電話：052-231-0331
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